
国 地 契 第 ２ ６ 号

平成１９年８月３１日

各地方整備局長 あて

国土交通事務次官

「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領」の一部改正について

「水門設備工事に係る入札談合等に関する調査報告書について （平成１９年６月１８」

日付国官会第４２１号、国地契第１４号）をもって送付した「水門設備工事に係る入札

談合等に関する調査報告書」第２章Ⅰ３．において、発注者として行う指名停止措置の

強化を図るため、重大な独占禁止法違反行為等における指名停止期間を現行の１．５倍

相当とし、その最長期間を２４ヵ月から３６ヵ月に延伸することとされているところで

ある。

ついては、標記要領の一部を別紙のとおり改正したので、遺漏のなきよう措置された

い。



別紙

「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領」の一部を改正する要領

「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領 （昭和５９年３月２９日付け建設省厚第」

９１号）の一部を次のように改正する。

第３第２項中「、１．５倍」を「１．５倍、別表第２第１２号の措置要件に該当

することとなったときは２．５倍」に、第３第４項中「２４ヵ月」を「３６ヵ月」

に改める。

第４第１号中「、又は」を「又は」に改め 「２倍」の次に「 別表第２第１２号、 （

に該当したときは ２ ５倍 を加え 第４第２号及び第３号中 ２倍 の次に 別、 ． ）」 、 「 」 「（

表第２第１２号に該当する有資格業者にあっては、２．５倍 」を加え、第４第４号）

中「入札談合等関与行為の排除及び防止に関する法律」を「入札談合等関与行為の

排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害すべき行為の処罰に関する法律」

に改め、第４第４号及び第５号中「１ヵ月」の次に「 別表第２第１２号に該当する（

有資格業者にあっては、１．５ヵ月 」を加える。）

別表第２第１２号中「２４ヵ月」を「３６ヵ月」に改める。

附 則

この要領は、平成１９年９月１日から適用する。



○工事請負契約に係る指名停止等の措置要領（抄）

（昭和５９年３月２９日付け建設省厚第９１号）

改 正 後 現 行

第１、第２ （略） 第１、第２ （略）

（指名停止の期間の特例） （指名停止の期間の特例）

第３ １ （略） 第３ １ （略）

２ 有資格業者が次の各号の一に該当することとなった場合における指名停 ２ 有資格業者が次の各号の一に該当することとなった場合における指名停

止の期間の短期は、それぞれ別表各号に定める短期の２倍（当初の指名停 止の期間の短期は、それぞれ別表各号に定める短期の２倍（当初の指名停

止の期間が１ヵ月に満たないときは 止の期間が１ヵ月に満たないときは ）の期間とする。１．５倍、別表第２第１２号の措置要 、１．５倍

）の期間とする。件に該当することとなったときは２．５倍

一、二 （略） 一、二 （略）

３ （略） ３ （略）

４ 部局長は、有資格業者について、極めて悪質な事由があるため又は極め ４ 部局長は、有資格業者について、極めて悪質な事由があるため又は極め

て重大な結果を生じさせたため、別表各号及び第１項の規定による長期を て重大な結果を生じさせたため、別表各号及び第１項の規定による長期を

越える指名停止の期間を定める必要があるときは、指名停止の期間を当該 越える指名停止の期間を定める必要があるときは、指名停止の期間を当該

長期の２倍（当該長期の２倍が を超える場合は ）まで延 長期の２倍（当該長期の２倍が を超える場合は ）まで延３６ヵ月 ３６ヵ月 ２４ヵ月 ２４ヵ月

長することができる。 長することができる。

５、６ （略） ５、６ （略）

（独占禁止法違反等の不正行為に対する指名停止の期間の特例） （独占禁止法違反等の不正行為に対する指名停止の期間の特例）

第４ 部局長は、第１第１項の規定により情状に応じて別表各号に定めると 第４ 部局長は、第１第１項の規定により情状に応じて別表各号に定めると

ころにより指名停止を行う際に、有資格業者が私的独占の禁止及び公正取 ころにより指名停止を行う際に、有資格業者が私的独占の禁止及び公正取

引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」と 引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」と

いう。）違反等の不正行為により次の各号の一に該当することとなった場 いう。）違反等の不正行為により次の各号の一に該当することとなった場

合（第３第２項の規定に該当することとなった場合を除く。）には、それ 合（第３第２項の規定に該当することとなった場合を除く。）には、それ

ぞれ当該各号に定める期間を指名停止の期間の短期とする。 ぞれ当該各号に定める期間を指名停止の期間の短期とする。

一 談合情報を得た場合 国土交通省の職員が談合があると疑うに足り 一 談合情報を得た場合 国土交通省の職員が談合があると疑うに足又は 、又は

る事実を得た場合で、有資格業者から当該談合を行っていないとの誓約 りる事実を得た場合で、有資格業者から当該談合を行っていないとの誓

書が提出されたにもかかわらず、当該事案について、別表第２第６号、 約書が提出されたにもかかわらず、当該事案について、別表第２第６

第９号、第１１号又は第１２号に該当したとき 号、第９号、第１１号又は第１２号に該当したとき

それぞれ当該各号に定める短期の２倍 それぞれ当該各号に定める短期の２倍の期間（別表第２第１２号に該当した

の期間ときは、２．５倍）

二 別表第２第５号から第１２号までに該当する有資格業者（その役員又 二 別表第２第５号から第１２号までに該当する有資格業者（その役員又

は使用人を含む。）について、独占禁止法違反に係る確定判決若しくは は使用人を含む。）について、独占禁止法違反に係る確定判決若しくは

確定した排除措置命令若しくは課徴金納付命令若しくは審決又は競売等 確定した排除措置命令若しくは課徴金納付命令若しくは審決又は競売等



妨害若しくは談合に係る確定判決において、当該独占禁止法違反又は競 妨害若しくは談合に係る確定判決において、当該独占禁止法違反又は競

売等妨害若しくは談合の首謀者であることが明らかになったとき（前号 売等妨害若しくは談合の首謀者であることが明らかになったとき（前号

に掲げる場合を除く。） に掲げる場合を除く。）

それぞれ当該各号に定める短期の２倍 それぞれ当該各号に定める短期の２倍の期間（別表第２第１２号に該当する

の期間有資格業者にあっては、２．５倍）

三 別表第２第５号から第７号まで又は第１２号に該当する有資格業者に 三 別表第２第５号から第７号まで又は第１２号に該当する有資格業者に

ついて、独占禁止法第７条の２第６項の規定の適用があったとき（前二 ついて、独占禁止法第７条の２第６項の規定の適用があったとき（前二

号に掲げる場合を除く。） 号に掲げる場合を除く。）

それぞれ当該各号に定める短期の２倍 それぞれ当該各号に定める短期の２倍の期間（別表第２第１２号に該当する

の期間有資格業者にあっては、２．５倍）

四 四 （平成１４年法律第入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を 入札談合等関与行為の排除及び防止に関する法律

（平成１４年法律第１０１号）第３条 １０１号）第３条第４項に基づく各省各庁の長等による調査の結果、入害すべき行為の処罰に関する法律

第４項に基づく各省各庁の長等による調査の結果、入札談合等関与行為 札談合等関与行為があり、又はあったことが明らかとなったときで、当

があり、又はあったことが明らかとなったときで、当該関与行為に関 該関与行為に関し、別表第２第５号から第７号まで又は第１２号に該当

し、別表第２第５号から第７号まで又は第１２号に該当する有資格業者 する有資格業者に悪質な事由があるとき（第１号から前号までの規定に

に悪質な事由があるとき（第１号から前号までの規定に該当することと 該当することとなった場合を除く。）

なった場合を除く。） それぞれ当該各号に定める短期に１ヵ月加算した期間

（別表第２第１２号に該当すそれぞれ当該各号に定める短期に１ヵ月

加算した期間る有資格業者にあっては、１．５ヵ月）

五 国土交通省又は他の公共機関の職員が、競売入札妨害（刑法（明治４ 五 国土交通省又は他の公共機関の職員が、競売入札妨害（刑法（明治４

０年法律第４５号）第９６条の３第１項に規定する罪をいう。以下同 ０年法律第４５号）第９６条の３第１項に規定する罪をいう。以下同

じ。）又は談合（刑法第９６条の３第２項に規定する罪をいう。以下同 じ。）又は談合（刑法第９６条の３第２項に規定する罪をいう。以下同

じ。）の容疑により逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴を提起されたと じ。）の容疑により逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴を提起されたと

きで、当該職員の容疑に関し、別表第２第８号から第１２号までに該当 きで、当該職員の容疑に関し、別表第２第８号から第１２号までに該当

する有資格業者に悪質な事由があるとき（第１号又は第２号の規定に該 する有資格業者に悪質な事由があるとき（第１号又は第２号の規定に該

当することとなった場合は除く。） 当することとなった場合は除く。）

それぞれ当該各号に定める短期に１ヵ月 それぞれ当該各号に定める短期に１ヵ月加算した期間（別表第２第１２号に該当す

加算した期間る有資格業者にあっては、１．５ヵ月）

第５～第10 （略） 第５～第10 （略）

別表第１ （略） 別表第１ （略）

別表第２ 別表第２

贈賄及び不正行為等に基づく措置基準 贈賄及び不正行為等に基づく措置基準



措置要件 期間

１～11　（略）

（重大な独占禁止法違反行為等）

12　（略）

13～16  （略）

（略）

刑事告発、逮捕又は公訴を知った

日から６ヵ月以上24ヵ月以内

（略）

措置要件 期間

１～11　（略）

（重大な独占禁止法違反行為等）

12　（略）

13～16  （略）

（略）

刑事告発、逮捕又は公訴を知った

日から６ヵ月以上36ヵ月以内

（略）


